
模倣対策マニュアル
ロシア編

特許庁委託事業

2016年 3月

構
機
興
振
易
貿
本
日
　
月
3
年
6
1
0
2



- 46 -

 

 

 

第 3 節 商標 

(1) 商標制度の概要 

(a) 管轄官庁及び担当官 
Rospatent は、商品の商標、サービスマーク、原産地表示の正式登録に関する職務、並びに、マドリ

ッド協定及びマドリッド協定に関する議定書に基づく本国官庁及び指定国官庁の職務の遂行を委嘱され

た所管政府機関である。 

(b) 最近 5 年間の統計データ 
Rospatent の統計によれば、ロシアにおける商標の出願及び登録の推移は次のとおりである 

(出典– Rospatent 年次報告書 http://www.rupto.ru/about/reports?lang=en)。 

 

 2010 2011 2012 2013 2014 

ロシアにおける商標登録出願件数： 42,559 43,634 46,048 45,785 44,476 

内訳 
 ロシアの出願人による出願件数 

32,735 33,252 34,851 34,621 34,174 

 外国人の出願人による出願件数 9,824 10,382 11,197 11,164 10,302 

国際(マドリッド)登録においてロシアを指

定した出願件数 14,289 16,083 15,875 19,143 16,712 

国内登録簿に登録された商標： 29,159 23,230 27,039 25,360 27,735 

内訳 
 ロシアの権利者 

20,116 16,311 19,284 18,095 19,601 

 外国の権利者 9,043 6,919 7,755 7,265 8,134 

国際(マドリッド)登録に付与された保護件

数 6,019 12,724 13,067 12,453 14,563 

年末時点で有効な国内登録件数 268,165 281,784 296,631 312,392 320,930 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 1章　ロシアにおける知的財産権の取得



- 47 -

 

 

 

 
居住者及び非居住者別の 2010 年～2014 年のロシアにおける商標出願件数 

(マドリッドシステムに基づくか否かであるかを問わない) 

 

 

2014 年のロシアにおける出願上位国 
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商標又は商標として用いられる標識について、ロシア連邦における周知認定の申立ての審査： 

 2010 2011 2012 2013 2014 

周知商標としての認定の申立件数 認定 14 8 14 12 8 

不認定 10 2 2 5 2 

 

(c) ロシア商標制度の特徴 
ロシアは商標に「先願主義」を採用している。商標権は、商標の国家登録の瞬間から生じ、

Rospatent が発行する登録証によって証明される。 
単語、図、立体及び他の表示又はそれらの組み合わせは商標として登録されることができる(民法第

1482 条(1))。商標は、あらゆる色彩又は色彩の組み合わせでこれを登録することができる(民法第 1482
条(2))。 

法律は、商標として法的保護を付与される対象を限定していない。登録される客体についての主な基

準は、製品又は役務の識別性及び同一性である。 

商標として登録できるものは文字、図形、立体、音、動き、色彩/色彩の組み合わせ、ホログラム、そ

の他標章である。 

 
 複数区分の出願が認められる。 
 商品及び役務の国際(ニース)分類 
 類見出しは、当該区分に含まれるすべての商品又は役務に自動的に及ぶものではない。 
 最初の外国からの出願の優先日の主張が認められるのは 6 か月以内とする。 
 出願と登録は分けて行うことができる。 
 集中的使用によって獲得された識別性が考慮される(例えば、2、3 の子音から構成される文字商

標)。 
 文字商標に関しては、ラテン文字の元々の商標の登録とともにキリル文字での別個の登録が望

ましい。これは医学関連の商標に特に推奨される。 
 商標登録は出願日から 10 年間有効となり、さらに 10 年ずつ何度でも更新できる。 

 
日本語、又は／及びラテン文字、又は／及びキリル文字？ 

普通のロシア人は日本語がわからないので、そのような標章を図形とみなすだろう。日本語の文字か

ら構成される商標を有する日本企業も同様にラテン文字又はキリル文字か、その両方で商標登録するこ

とが望ましい。 

 普通のロシア人は、ラテン文字の商標を容易に認識する。 
 商業的利用をする間は – 文書、値札、コマーシャル等に – 製品名にロシア語の相当語句を

付けることができ、一定の場合には必ず付けなければならない。 
 ラテン文字及び／又はキリル文字の相当語句の登録は、ロシアにおける商標の法的保護を

強化し、他の製造者によりラテン文字／キリル文字での混同を生じさせるほど類似する潜

在的登録を防ぐだろう。 
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(2)  出願人適格 

事業活動を行う法人又は自然人が、商標出願をなすことができる(民法第 1478 条)。団体商標を登録す

ることも可能である。団体商標は、人的結合体(すなわち、法人及び／又は自然人の団体)が所有するこ

とができる(民法第 1510 条(1))。団体商標とは、団体の構成員である者が生産し又は販売する商品であ

って、品質又はその他の共通の特性において共通の特徴を有するものを表示することが意図された商標

である。団体商標は、団体の構成員の各自が使用できる。 

(3)  登録要件 

(a)  商標の定義及び登録可能な対象 
商標は、法人又は個人事業主の商品を識別することが可能な標章である(民法第 1477 条)。商標に関連

した民法の規定は、サービスマーク、すなわち、法人又は個人事業主が遂行した業務又は提供したサー

ビスを識別することが可能な標章にも適用される。 

法律には商標として登録できる標章の一覧が含まれるが、それは網羅的なものではない。標章は、後

述する登録可能性基準に従うことを条件として、商標として登録することが可能である。具体的には、

一つの文字又は文字の組み合わせであり、単語の性質を持たない(例えば、子音のみ)標章は識別力を持

たないとみなされ、独創的なグラフィックデザインでない限り、又は出願日前にロシアにおいて使用に

より識別性を獲得していたことを証明することが可能でない限り、通常は拒絶されることに注目すべき

である。法律は商標として登録できる標章の種類を限定していないが、色彩又は色彩の組み合わせのみ

から構成される標章は、審査官に識別力がないとみなされる可能性があり、識別性を獲得したことを証

明する資料が必要になることがあるので、それ自体のみ、すなわち図形の要素なしで法的保護を得るこ

とができると断言することは不可能であることに注目すべきである。 

法律は、周知の商標、団体商標及び原産地表示の登録についても規定している。 
 

団体商標 

設立及び活動が設立国の法令に反しない団体は、ロシア連邦領域内で団体標章を登録する権利を有す

る(民法第 1510 条)。 

団体標章とは、上記団体の構成員である者が生産し又は販売する商品であって、品質において共通の

特徴又は他の共通の特徴を有するものの標章とすることが意図された商標である。 

(b)  商標の先願主義及び先使用 
ロシアは「先願」商標制度を採用している。商標保護はその登録に基づいてのみ付与される。無登録

での商標の使用それ自体は処罰されないが、なんらかの先行する権利の侵害とみなされる可能性がある

ので、登録なしに商標を使用するのは安全ではない。 

同一又は類似の商標について先に係属している出願又は先の登録が新たに出願された標章の登録の障

害として引用される場合、先使用の主張のみではその引用を覆すことはできないだろう。当該商標の集

中的使用によってそれは特定の法人を連想させるので、別の者の名称でそれを登録することは顧客を誤

認させる可能性があるという事実に基づき、引用された商標の出願日前のロシアにおける当該商標の集

中的先使用を証明する資料を用い、引用された商標に対する取消訴訟を準備及び提起することができる。 

第３節　商標
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(c)  出願拒絶理由、相対的拒絶理由(1483 条) 
1. 標章は、同一又は類似商品に関してロシアにおいて保護又は登録出願され、先の優先権を有する他

の者の商標と同一又は混同を生じさせるほどに類似する場合は、商標として登録されない可能性が

ある。そのような商標に類似する標章は、先の商標の権利者の同意がある場合に限り、類似商品に

関して商標として登録される可能性がある。 

2. ロシアにおいて保護される原産地表示と同一又は混同を生じさせるほどに類似する標章は、いかな

る商品に関しても商標として登録されることはない。この適用除外は、そのような標章が保護され

ない要素として商標に含まれ、商標が法人の名称で登録出願され、原産地表示の使用権を有する場

合で、原産地表示が登録されたものの識別のために、同じ商品に関して当該商標の登録が要請され

ることを条件とする。 

3. 標章がロシアにおいて保護される社名又は商用標章(商号)(又はそのような名称又は標章の別個の要

素)と同一又は混同を生じさせるほど類似する、又は保護植物の品種及び動物の種の国家登録簿に登

録された植物の品種又は動物の種の名称と同一又は混同を生じさせるほど類似する場合、ロシアに

おいて上記に対する第三者の権利が登録出願された商標の優先日よりも先に生じた場合には、類似

商品に関して標章が商標として登録されることはない。 

4. 次に掲げるものと同一である場合、標章は商標として登録されない可能性がある。 

a) 商標登録出願日にロシアで有名な、学術、言語、美術の著作物の名称、そのような著作物の登場

人物又は抜粋、美術品又はその断片で、各著作物の権利が登録出願された商標の優先日より先に

生じ、権利者の同意のないもの。 

b) 商標登録出願日にロシアで有名な者の名称、そこから派生する雅号又は標章、肖像又は複写で、

当人又はその相続人の同意のないもの。 

c) 商標登録出願の優先日より先に権利が生じた、意匠、適合マーク。 

(d)  絶対的拒絶理由等、登録できない対象 
1. 識別性がなく、次に掲げる要素のみで構成される場合、標章は商標として登録されることはない。 

a) 特定の種類の商品の表示について一般的に使用されるようになった要素 
b) 一般に受け入れられた記号及び用語である要素 
c) 特に種類、質、量、特性、機能、価値及びその生産又は販売の時期、場所及び手段について、商 
品を特徴付ける要素 

d) 商品の特性又は機能によって専ら又は主に決定される、商品の形を表す要素 
 

上記の要素は、保護されない(占有権を持たない) 要素として商標に含まれる可能性がある。上記の項

の規定は、使用を通じて識別性を獲得した標章には適用されない。 

 

2. 次に掲げるものを表す要素のみで構成される場合は、商標として登録されない。 

a) 国家の紋章、旗、又はその他の国家の符号及び記号 
b) 国際及び政府間組織の略称又は正式名称、その紋章、旗、又はその他の符号及び記号 

第 1章　ロシアにおける知的財産権の取得
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c) 正式な証明、保証、又は検定マーク、印紙、賞、及びその他の識別マーク 
d) 本項で示された要素(a) – (c)に示された要素に混同を生じさせるほど類似する標章 

それぞれの所管当局の同意があることを条件として、そのような要素は保護されない要素として商標

に含められる可能性がある。 
 

3. 次に掲げる要素を表現し又は含む場合、標章は商標として登録されない。 

a) 商品又はその製造者に関して、虚偽又は消費者を誤解させる。 
b) 公共の利益、又は人間性又は倫理性の原則に反する。 
 

4. 標章が、ロシア国民の文化遺産の特に貴重な対象の正式名称及びイメージ、又は世界文化遺産又は

世界自然遺産の対象、及びコレクション、基金に保有される文化的価値のイメージと同一又は混同

を生じさせるほど類似する場合、それらの所有者ではない法人の名称で、それらの所有者又は所有

者に権限を与えられた者の同意なしに、標章が商標としての登録を要請される場合には、そのよう

な標章は商標として登録されることはない。 

(4)  商標出願手続及び審判部 

商標出願は、Rospatent のウェブサイト

(http://www1.fips.ru/wps/wcm/connect/content_ru/ru/file_library/obr_zaya/)で入手できる所定の様式

で行い、出願する標章、その説明及び保護を求める商品又は役務の一覧を含むものとする。必要な場合

には、標章及びキリル文字の書き起こし(音訳)のロシア語訳を付けなければならない。団体標章出願に

は標章の使用に関する規則を定める団体標章の設定証書を添付しなければならない。 

出願の審査は、最初に方式審査、その後に出願された標章の登録可能性についての審査(実体審査)の
二段階から成る。商標出願手続及び審判手続を以下のフローチャートに示す。 
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商標の出願 

出願日の確定 

不備又は誤った書類に関する通知

と追加資料の要求 

要求した資料の受理 

方式審査の通過通知 出願審査手続遂行の拒否 

標識の審査に必要な追加資料の要求 

要求した資料の受理 

保護可能性審査結果の通知 

出願取下げと

みなされる 

出願取下げと

みなされる 

商標登録査定 商標登録の拒絶査定 

通知に関する意見 

審
判
手
続 

方
式
審
査 

実
体
審
査 

審
判
手
続 

 Rospatent 審判部への

不服申立て 

登録料及び登

録証交付手数

料の納付 

申立認容 

上訴認容 

知的財産権裁判所

への上訴 

商標の登録、登録証の交付、 

登録についての情報の公開 

出願人の行為及び申立て(任意) 

条約優先権主張 

(出願日から 2 か月以内) 

優先権書類の提出 

(出願日から 3 か月以内) 

出願書類の補正又は訂正 

(決定されるまで) 

出願の取下げ 

(遅くとも商標登録まで) 

要求された資料の提出期限の最大 6 か月

までの延長請求 

(提出期限満了前) 

要求された資料の提出/ Rospatent への

異議申立ての提出に対する権利の回復請

求(提出期限の満了日から 6 か月以内) 
出願取下げとみなした決定に対する不服

申立て(決定日から 4 か月以内) 

受理なし 

受理なし 

なし 
却下 

受理あり 

認容 

受理あり 

認容 

認容 あり 

商標出願の審査手続のフローチャート 

申立認容 
Rospatent 審判部への

不服申立て 

知的財産裁判所への 

上訴 

上訴認容 

却下 
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以下は Rospatent における国際登録の審査手続のフローチャートである。 

 

 

(a)  出願の方式審査 
方式審査中に、審査官はすべての必要な出願書類が提出されているか、及び法的要件を遵守している

か審査する。方式審査の結果、出願は認められてさらに審査を受けるか、又はそれ以上の審査を拒絶さ

れる。Rospatent は出願人にこれらの方式審査結果を通知する。 

(b)  実体審査 
出願の審査が認められる場合は、登録可能性自体、並びに、類似商品に関して登録若しくは登録出願

されており、先の優先日を有するかにかかわらず、第三者の標章との類似性について、及び、第三者の

原産地表示、社名及び意匠との類似性について、審査される。実体審査の後に、登録査定の形式又は拒

絶査定の形式で Rospatent による査定が出される。出願人は査定日から 2 か月以内であれば、出願に対

して引用された資料の写しを請求することができる。 

(c)  登録に要する期間 
方式審査は出願後 1 か月以内に行われる。実体審査については、所定の期限は定められていない。平

均すると商標登録手続には 1 年ほどかかると考えられる。 

(d)  出願手数料 
以下に 2015 年 10 月現在の手数料をルーブルで示す。 
(出典 – 2008 年 12 月 10 日付の政府規則第 941 号 2008 年改正、により承認された特許手数料法) 

マドリッド協定議定書に基づく国際登録 

WIPO 公報での公開 

絶対的＆相対的拒絶理由の審査 

保護認容声明 

仮拒絶の通知 

出願人の意見 

特許庁への不服申立て 

申立認容 申立却下 知的財産権裁判所

への上訴 

保護の認容 

最終的拒絶 

12 カ月 

6 カ月 

4 カ月 
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手数料 ルーブル 

商標、団体商標の登録出願：  

- 1 区分 14,200 

- 1 区分追加ごとに  + 2,050 

登録及び証明書発行手数料：  

- 商標 16,200 

- 団体商標 20,250 

更新手数料 20,250 

- 商標 20,250 

- 団体商標 27,000 
 

(e)  出願の公開又は公告 
Rospatent はすべての商標出願を公衆の閲覧に供する。登録直後に、登録に関する情報が公報及び

Rospatent のウェブサイトで公表される。 Rospatent を通じて登録された商標は Tmview 
(https://www.tmdn.org/tmview/welcome.html?lang=en)でも閲覧することができる。 

(f)  登録前又は後の出願に対する不服申立て 
法律は付与前の不服申立手続について定めていない。ただし、商標出願の公開(合理的に可能な限り速

やかになされる )後は、何人も出願審査中に検討される標章の登録可能性に関する自身の意見を

Rospatent に提起してよいが、提出者はいかなる手続的権利も有さない。 

法律は、類似商品／役務についてロシアにおいて保護される同一／混同が生じるほど類似する標章の

優先権に基づく、登録商標に対する無効及び取消の可能性を定めている。上述の根拠に基づく取消訴訟

の提出期限は、係争商標の公報での公表日から 5 年間である。(以下の(g)2)を参照)。 

(g)  商標の審判 
ロシアには審判部というものはないが、その代わりとして審判部を有する国での審判部と同様の機能

を持つ行政機関（Rospatent の下部組織である特許紛争審判室）がある。 

特許紛争審判室は、不服申立て、無効及び取消訴訟を検討する公的権限を有する。Rospatent は、特

許紛争審判室が作成した報告書に基づいて審決を下す。 

不服申立て、取消又は無効訴訟が審査されるべき期限は決まっていない。不服申立手続の審査を終え

るには通常およそ 6 か月かかるが、事案の複雑さによって上記の予想審査期間は異なることに注目すべ

きである。 

1) 出願に対する拒絶査定についての審判 
商標出願に関する Rospatent の査定に対して、出願人は対応する査定日から 4 か月以内に不服を申立
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てることができる。 

不服申立ての期限は延長できない。その間不服申立てについて定められた期間を出願人が逸した場合、

出願人が期限内に申立てを行わなかったことを正当な理由で説明できる場合には、正式な回復手数料が

支払われたことを条件として、期限を回復できる。申立期限満了日から 6 か月以内に回復がなされる。 

すべての出願された商品及び役務に影響する拒絶査定と、商品及び役務の一部に係る拒絶査定のどち

らに対しても不服を申し立てることができる。加えて、出願人が標章の特定要素の放棄に従ってクレー

ムされた標章の登録に異議を申し立てる状況で、不服が申立てられることがある。 

参加人は審理で自身の立場を説明する機会を与えられる。当事者のいずれかに追加の情報又は文書を

求める必要がある場合を除いて、特許紛争審判室が訴えについて決定を下す。 

審判部は、出願人に出願資料の補正を提案することがある。ただし、提案された補正が認容されるも

のであり、商標の許可に対して提起された拒絶理由の解消に役立つことを条件とする。 

2) 商標登録の取消し又は無効についての審判 
類似商品に関して登録又は出願された同一又は類似の商標の権利者は、第三者による登録の無効を求

めることができる。 
商標登録に対する無効審判は利害関係者が請求することができるが、当該請求が他人の標章又は原産

地表示との類似性に基づく場合は登録広告から 5 年以内が請求可能期間である。 
その他の根拠(例えば、識別性の欠如、記述性、欺瞞性、誤認を生じさせる可能性、真の権利者の許可

なくその代理人名義での違法な商標登録等の絶対的拒絶理由)に基づく場合は、当該商標の存続期間を通

じて、申し立てることができる。 

無効訴訟が勝訴となれば、登録取消しとなり、登録がなされなかった場合と同じ結果となる。 

無効訴訟は、争われる商標の登録時に違反した法律の規定を引用し根拠としなければならない。同時

に複数の適用可能な根拠に基づく不服申立てが可能である。 

3) 審決に対する不服申立てを扱う裁判所とその手続 
不服申立て(無効訴訟)、取消訴訟又は上訴の検討の結果下される Rospatent の審決に対しては、3 か

月以内であれば、知的財産裁判所で争うことができる。 

特に、争われた審決から自身の権利が影響を受ける当事者は、知的財産裁判所に訴訟を起こして、争

われた審決を不適法と認めるよう求める権利を有する。 

Rospatent の審決が覆された場合、知的財産裁判所は、Rospatent に対し、各場合に応じて、登録を

回復又は取り消す義務を負わせる。 

(5)  商標権 

(a)  商標権の基本的内容及び範囲 
民法第 1484 条(1)によれば、自身の名で商標が登録される者は法に反しない方法で商標を使用する排

他的権利を有する。権利者は商標に係る排他的権利を処分することができる。 

商標の排他的権利は、当該商標が登録されている商品又は役務の識別を目的とする。特に商標権は次
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に掲げる当該商標の使用によって実現される。 

 生産、販売の申入れ、販売、展示会及び見本市における展示がなされ若しくはその他の態様でロシ

ア市場の流通に置かれ、又は、当該目的における保管、輸送、若しくはロシアへの輸入がなされる

商品(ラベル及び包装を含む)における使用 
 業務遂行中又は役務提供中の使用 
 商品を流通に置くための書類における使用 
 商品の販売申入れ、業務遂行及び役務提供、並びに、通知、看板及び広告における使用 
 インターネット上(ドメイン名及び他のアドレス指定手段を含む)の使用 
 

商標権は絶対的権利である。商標権の絶対的特質とは、同一又は類似商品／役務を特徴付けるために

同一又は類似標章の使用を希望する者に対して強制できることを意味する。識別のために商標が登録さ

れた商品又はその類似商品につき、商標権者の商標に類似した標章の使用による混同のおそれがある場

合、何人も、商標権者の許可なく当該類似標章を使用する権利を有しない(民法第 1484 条(3))。 

(b)  商標登録の存続期間、権利証書の発行及び期間の更新／延長 
Rospatent は、国家商標登録簿に登録された商標について証明書を発行する。 

商標に係る排他的権利の効力は、商標の登録を求める出願が Rospatent へ提出された日から 10 年間

存続する(民法第 1491 条)。商標の排他的権利の存続期間は、商標存続期間の最終年に権利者からの申立

てを受けて 10 年ごとに更新できる。 
商標の存続期間が満了した場合、権利者は過料及び更新手数料を支払い、当該商標を回復する 6 か月

間の猶予期間を有する。商標の更新は何度でも可能である。商標存続期間の延長は、Rospatent によっ

て国家商標登録簿に記録され、追加証明書が発行される。 
 

(c)  先使用者の権利をはじめとする登録商標に対する制限 
登録商標権者の権利に対する制限は、権利の消尽によってのみ存在する。商標権者本人により又は商

標権者の同意を得て、ロシア連邦領域内における民間の流通に置かれた商標が商品に付されている場合、

何人も当該商標を使用することができる。すなわち、何人も、当該商標の付された製品を転売してよい

(民法第 1487 条)。この規定は並行輸入に関連してしばしば言及され、それについての規制は後述の第 2
章第 4 節及び第 6 節で述べている。 

(d)  登録商標の譲渡及び使用許諾 
商標権者は譲渡契約又は使用許諾契約によって商標の排他的権利を処分することができる。排他的権

利全体が譲渡されるとの直接通知がない場合の契約は、使用許諾契約とみなされる。商標権者との契約

なしの排他的権利譲渡は、特に商標権者の財産の包括承継及び課徴の場合に認められる。 

譲渡により商標権者は登録の対象となった商品のすべて又は一部に関して商標の排他的権利を全面的

に相手方(譲受人)に譲渡する。商品又はその製造者に関して消費者を誤認させる可能性がある場合、譲

渡は認められない。 

使用許諾の場合、被許諾者は自身によって製造販売される商品の許諾権者の品質要求事項への品質適

合を確実なものとしなければならない。許諾権者はこの規定の遵守について監督権を有する。被許諾者
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と許諾権者は商品の製造者として前者へのクレームに対する連帯責任を追う。 

使用許諾契約は商標の使用が認められる地域を明記するものとする。明記されない場合、被許諾者は

ロシア連邦全域でそれを使用することができる。使用許諾契約の期間は商標の排他的権利の存続期間を

超えないものとする。契約に期間が明記されていない場合、契約は 5 年の期間について締結されるとみ

なされる。 

商標の新たな所有者への譲渡が前商標権者によって締結された使用許諾契約の変更又は取消しにつな

がることはない。 

商標権の譲渡及び使用許諾は、Rospatent への正式登録を必要とする。正式登録の要件の不履行によ

り、譲渡又は使用許諾は無効となる。 

(e)  商標権と商号権の抵触 
商標と商号との間の抵触は、権利の先行性の原則(民法第 1252 条(6))、すなわち、様々な識別手段(商

号、商標又は取引名)又は意匠が同一又は混同を生じさせるほど類似しており、その結果として消費者方

が混同するおそれがあるとき、先行する識別手段又は意匠が優先される。先願権者は、商標又は意匠の

無効を主張するか、又は当該商号／社名の使用の全面的又は部分的使用禁止を主張することができる。 

(6)  商標及び商品／役務の類似性に関する基準 

商標の類似性 

審査手続中に判明した出願された標章とその他の商標との類似性の評価は、商標登録書類の提出及び

検査に関する規則第 42-45 項で制定された側面に基づく(経済開発省、2015 年 7 月 20 日命令第 462 号

により承認)。 

類似性の側面とは、称呼上、外観上及び観念上を指す。 

称呼上の類似性は、次に掲げるような基準に基づいて決定される。 

比較される標章における近い又は同一の音声の存在、比較される標章を構成する音声の近さ、近い音

声及び音声の組み合わせの互いの位置、同時音節の存在とそれらの位置、比較される標章の音節数、比

較される標章の同一の音声組み合わせ箇所、母音の組み合わせの近さ、子音の組み合わせの近さ、比較

される標章の同一の部分の特徴、標章の重複部分、比較される標章のアクセント等。 

外観上の類似性は、次に掲げるような基準に基づいて決定される。 

一般的な視覚的印象、印刷の種類、文字の特徴(頭文字、小文字又は大文字)を考慮した比較される標

章の図形的特徴、文字の互いの位置、比較される標章が表現されるアルファベット、色彩又は色彩の組

み合わせ。 

出願された標章と出願審査手続中に明らかになった標章との観念上の類似性は、次に掲げるような基

準に基づいて決定される。 

比較される標章における観念の類似性(異なる言語における比較される標章の意味の一致)、論理的意

味を有する一部の一致、比較される標章における観念を逆にしたもの。 
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Rospatent の審査官はこれらの側面及び基準を組み合わせて、又はそれぞれを個別に検討してよい。 

商品及び役務の類似性 

比較される標章の商品／役務間の類似性を検討する間に、原則として、そのような商品／役務が同一

の商品製造者又は役務提供者に属する可能性が判断される。比較される標章の対象となる商品間の類似

性を決定する一般基準は、商品／役務の種類、商品／役務の用途、商品の原料の種類、商品の互換性及

び相補性である。商品／役務のその他すべての特徴は、審査手続中に検討すべき追加要素である。さら

に、審査手続の間、個別に又は組み合わせて類似性の一般基準を考慮することができる。審査官の一般

的アプローチは、比較される標章間の類似性は広範囲の商品／役務を類似するとみなし、ほとんどの場

合商品を類似とみなすための主な根拠はそのような商品が同じ種類の商品に属するということである。 

 

(7)  商標の「使用」の定義 

商標の適正使用 

 商品及びそのパッケージへのインターネット、商業書類、広告での使用 
 商標権者、被許諾者、フランチャイジー、又は商標権者の管理下での他人による使用 
商標は、商標権者又は使用許諾契約に基づき商標権が付与された他人により、商標が登録されている

商品及び／又は当該商品の包装に使用される場合、使用されているものとされる(民法第 1486 条(2))。
商標は、商標権者の監督下で他人又は事業体が商標を使用する場合にも、使用されているものとされる。

「監督下で」という用語は法律で説明されていないが、商標権者は最終使用者(販売者、流通業者)によ

る商標の使用について認識していることが推論される。その目的で、商品が一連の仲介業者を通じて商

標権者の製造施設から最終流通業者に渡る場合、そのサプライチェーンのリンク間のすべての契約は商

標の言及を含み、不使用行為が検討される場合に商標権者が事業協定全体を認識していることを明確に

示す契約を提示できるようにしなければならない。 

修正された商標の使用が認められている。識別力のある特徴を変えずいくつかの要素を変更した商標

の使用は、商標の使用とみなすものとする。変更が重大かどうかは知的財産裁判所によって判断される。

商標を登録されたとおりに使用されることが推奨される。最善の方法は、商標が使用されるあらゆる変

型例を登録することである。 

商標不使用の正当な理由 

 所有権者の支配の及ばない状況 
 不可抗力 
 災害 
 軍事行動 
 商標権者の体調不良 
 予想されなかった市場の変化 

 
商標の不使用による取消し 

商標の法的保護は、正式登録後 3 年間における商標の継続的不使用の結果として、商品の全部又は一

部につき早期に終了されることがある(ただし、商標が当該請求の提出日まで使用されていないことを条
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件とする)(民法第 1486 条)。 

不使用による取消訴訟は、知的財産裁判所に申し立てるものとする。商標権者は自身の商標が適正に

使用されたことの立証責任を負う。手続には、通常 4～6 か月かかる。 

不使用に基づく取消訴訟を起こす者は、当該訴訟における自身の利益を示さなければならない。現行

の慣習に従えば、取消しの利益は、不服を申し立てられた標章が別の係属中の標章の登録の障害となる

という事実だけでは説明できない。不使用により先の商標を取り消すことによる出願人の利益を確認す

る追加書類を知的財産裁判所に提出する必要がある(ロシア以外の国・地域の登録又は当該標章を使用す

る意図等)。 

 

(8) 周知の商標 

次に掲げる標章は、周知の標章としての保護に適格である。 

 ロシアの国家登録商標 
 マドリッド協定制度に従ってロシアで保護される国際商標 
 ロシアで商標として使用される無登録標章 

 
ロシアにおける周知の地位の認定手続 

主な段階： 

 ロシア及び世界における使用の証拠収集、特に世論調査の実施 
 商標が周知となった商品／役務と周知となった日の特定 
 Rospatent への申立ての準備及び提出 
 Rospatent による申立ての検討 

 

周知の商標の認定申立て 

商標又は標章が周知であるとの認定申立ては、申立人がロシアで自身の標章が周知されたとみなす時

期を示して Rospatent に提出するものとする。 

 決まった標準様式はない 
 申立てには、次に掲げる事項を含める。 

o 申立人(商標権者)についての情報 
o 周知の商標と認識されるべき標章 
o 商標が周知となった商品(役務)の表示 
o 出願人の考える商標が周知となった日付 
o 当該商標がロシアで広く知られるようになったと証明する書類 

 手数料 – 4 万 500 ルーブル 
 およそ 6～10 か月間検討 
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評判の証拠 

申立てには、商標の集中的使用を示す書類を添付する。そのような書類とは、次に掲げるものである。 

 商標の付された商品が販売された場所の一覧 
 商標の付けられた商品の販売量 
 商標の使用方法 
 商品の年間平均消費者数 
 商標が広く知られるようになった国の一覧 
 広告費(例えば年次報告) 
 年次会計報告書に基づく商標／標章の価値の計算 
 専門団体によって実施された世論調査の結果 
 特にロシアにおける商標の使用範囲に関する情報 
 広告及び販売促進キャンペーンに関する情報、広告の見本 
 見本市及び展示会参加についての情報、ロシアの定期刊行物への掲載 
 商標が広く信用を獲得した国に関する情報 
 商標に関連する価値に関する情報 

 

実際には、世論調査の結果は、商標又は標章が周知と認定されるために審査官が考慮する最も重要な

書類の一つである。この点についての手引きとして、Rospatent の「ロシアにおける商標の評判に関す

る消費者調査実施のための提言」がある。それらの提言に従って、ロシアの少なくとも 6 つの大都市で

世論調査を実施しなければならない。モスクワ及びサンクトペテルブルクでの調査実施が望ましい。他

の都市は、活動領域に応じて申立人が選ぶことができる。 

規則と提言のいずれも、商標が周知と認定されるために必要な商標を熟知している消費者について、

特定の人数を定めていないことに注目を要する。リプトンの商標が周知と認定されたときは、紅茶飲用

者のおよそ 60％が熟知していた。商標 ИЗВЕСТИЯ(イズヴェスチヤ)は消費者の 96％に認知されてい

る商標だった。 

必要な場合には、申立人はロシア連邦における商標の評判を証明する他の資料の提出を求められるこ

とがある。 
2010 年、初の日本の周知標章(ブリヂストン)が Bridgestone Corporation の名義で No. 94 として登

録された。また、Nikon Corporation (“Nikon” No. 142)及び Casio Computer Co. (“CASIO” No. 157)の
商標がロシアで周知と認定された。 

2015 年 11 月までに 157 件の商標がロシアで周知と認定された。3 件の周知標章登録(Nos. 14, 44 及

び 59)は争われ、取り消された。 

(9)  ユーラシア経済連合の商標登録出願統一窓口 

ユーラシア経済連合(EAEU)における商標保護広域制度は依然として詳細を詰めている段階にある。

EAEU 商標及び商品の原産地表示保護の広域制度(地理的表示)を確立する広域商標及びサービスマーク

保護制度は、ユーラシア経済委員会(EAEC)の主導で起草された、商品の商標、サービスマーク及び原
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産地表示に関するユーラシア経済連合条約に基づいて規制される。 

一般に、本条約案は広域商標事務局の創設を定めておらず、すべての EAEU 加盟国で同時に有効と

なる連合商標の登録出願の審査におけるすべての EAEU 加盟国の特許庁の協力について定めている。

条約案は、EAEC が連合商標の統一登録簿を管理することも定めている。連合加盟国領内での連合商標

の排他的権利の侵害に関する争いは、その国の法律に従って処理され、連合商標権侵害の責任は国内手

続又はその国で有効な国際登録に基づいて登録された商標権の侵害に対するものと同じとなる。EAEU
商標制度はそれほど遠くない将来、おそらく 1、2 年後に実施される見込みである。 
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第 4 節 原産地表示(又は地理的表示) 

保護の法的根拠 

民法第 1516 条～第 1537 条は、原産地表示の保護を規制する。 
ロシアで保護を付与されるには、原産地表示を表示国家登録簿に登録しなければならない。 
原産地表示が登録されている場合、同一の地域内において同一の基本的特性を有する商品を製造する者

は、登録された原産地表示の使用権を確認する証明書を取得することができる。 

原産地表示の登録 

原産地表示の登録出願は、Rospatent に提出しなければならない。出願は次に掲げるものを含む。 
- 原産地表示の登録又は登録された原産地表示に対する使用権の付与を求める請求 
- 原産地表示として使用される標章 
- 登録が請求された商品の表示 
- 商品の原産地である地理的客体の境界の表示 
- 原産地表示の付される指定商品の明確な特性の明細 

外国の原産地表示に関係する出願には、原産国においての保護を受けようとする原産地表示に対する

出願人の権利を確認する書類が添付されなければばらない。例えば、所管する官庁が発行した原産地表

示使用権の証明書の原本又はその認証謄本がそのような書類となり得る。 

Rospatent は登録された原産地表示についての情報、及び原産地表示使用権者についての情報を公報

及びウェブサイト(http://www1.fips.ru/wps/portal/Registers/)に公開する(ロシア語のみ)。 

ロシアにおいて保護される原産地表示の例 

2015 年に原産地表示の国家登録簿にはおよそ 140 件が登録されており、その大多数はロシア人の権

利者が所有し、ミネラルウォーターの原産地表示に関するものである。いくつかの原産地表示は外国の

権利者の名義で登録されている。例えば、チェコ共和国の酒類についての «KARLSBADER 
BITTER»(登録番号第 38 号 )、イタリアのワインについての «ASTI»(登録番号第 114 号 )及び

«DUORO»(登録番号第 133 号)、イタリアのハムについての«PROSCIUTTO DI PARMA»(登録番号第

116 号)、イタリアのチーズについての«GRANA PADANO»(登録番号第 130 号)、メキシコの蒸留酒に

ついての«TEQUILA»(登録番号第 126 号)、フランスのチーズについての«COMTE»(登録番号第 138 号)
である。 

原産地表示に係る権利に関連する権利 

原産地表示に係る権利に関して、譲渡又は使用許諾は認められない(民法第 1519 条)。 
原産地表示の証明書の所有者は、当該原産地表示が登録されたものと同一の商品について商標が登録

されている場合には、そのような原産地表示で構成される商標を自身の名義で登録することができる。

登録された原産地表示の証明書を有しない者は、原産地表示で構成される商標も、それに類似する標章

も登録できず、また使用許諾に基づく当該商標の使用権を取得することもできない。 

登録された原産地表示の証明書を有しない者は、該当する原産地名称を使用することができない。こ

れは、たとえ、実際の原産地が明記されているか、又は、翻訳により原産地表示が使用されているか、

又は「ふう」「タイプの」「似の」等の言葉と結び付けて表示が使用されている場合であっても同様で

ある。また、いずれの商品であれ、その原産地及び特別な特性に関して需要者の誤認を招く可能性のあ

るものに対する類似の表示の使用は禁止される(民法第 1519 条(3))。  
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